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原則の策定時期 2003年4月 2003年5月 - 2003年6月




3_企業競争力の強化 関係3.多様性の理解4 構造的利益相反の回避5 社内通報








特徴 企業競争力の強化に力点の置かれ 一人ひとりの経営活動に 企業競争力の強化と企業
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図表3今日の企業独自のコーポレー ト･ガバナンス原則1
トヨタ自動車 松下電器産業(現パナソニック) サンオークス 日立製作所
原則策定時期 1992年策定7 改(トヨタウェイ2001 ) 1992年策定8 改2005 2004年策定 2008年策定
原則の目的 1.企業競争力の強化 1,経営者自ら関係 1.企業経営チエツ 1.公正かつ透明な
2.各種委員会やステー 会社に対する経 ク体制の充実 経営活動
クホルダ-との連携 営行動規範の伝 2.法令順守と倫理 2.情報開示
3. トソプマネジメント 逮 的な経営活動 3.監督機能の強化
への適切な情報伝達 2.コンプライアンス委員会の充実 3.牽制機能体制の充実4ー経営の効率性向上5 健全維持
原則の構成 1_執行と監督の分離 1ー取締役会 1.取締役会 1.取締役会
2.アドバイザリー.ポー (∋社外取締役 2.経営会議 2.取締役
ド3.取締役4 監査 ②取締役2.アドバイザリー.ボード①社外有識者(∋ 3.予算実績検討会 3.委員会
特徴 取締役や監査役への 経営者や従業員への 法令遵守と牽制機能 企業理念に基づいた






























花王 新日鉄 損害保険ジャパン 三井物産
原則策定時期 1995年策定9 改2008 6月改定 2008年策定 2006年9月策定8 7 改 2006年4月策定
原則のEl的 1.利害関係者および社 1.公正かつ透明性 1.株主価値の向上 1.理念に基づく経
会に対する社会貢献 のある経営 2.経営者自らのコ 営目的の達成
2.経営の妥当性 2.従業員教育 ンブライアンス 2.日的達成のため
3ー経営の効率性 教育の徹底3.全社的経営状況の報告義務 の経営の監督 .監査体制の構築3.2の内容に加えて､そ 構成要素の役割と要件を満たすもの
原則の構成 1.取締役会 1.取締役会 1.取締役会 1.取締役および取
2,取締役 (∋目的別経営委員 (D取締役 締役会
G)社外取締役 会 (∋コンプライアン 2.監査役および監
3.監査役 2.監査役会 ス委員会 査役会
(∋社外監査役 (∋監査役 (∋人事委員会 3.会計監査人
4.経営監査室5 報酬諮問委員会 3.経営会議 2.監査役会3 による別途監査部門の設置
特徴 経営効率性と企業競争 全社的な業務監査と 徹底した業務監査に 企業競争力の強化
力の強化 規範意識を向上させ よる経営者主体の規 原則による効率的な
監査室 .委員会による業務チェックを行動指針に含める原則 る原則 範的原則 企業経営機構体制の構築
(出所)筆者作成｡
2008年に新日本製蹟 (以下､｢新日鉄｣とする)























ユ9』 を策定 した｡これは､1.理念に基づ く経営
目的の達成､2.日的達成のための経営の監督 ･














































































4_1経営者主体による企業独 自のコーポ レー ト･
ガバナンス原則の浸透
今 日､ 日本企業ではコーポレー ト･ガバナンス
改革を経営者が主体となって実施 しなければなら
ない状況が高まっているoそして､全社的なコー





























図表5ア ドバイザ リー .ボー ド (経営諮問委員会)の概要






























規定しているア ドバイザリー ･ボー ド (経営諮問
委員会)22に関しての必要性 と他の企業や原則へ
の有効性を示 したい｡ア ドバイザリー ･ボードは
おおむね図表5のような目的と権限､そして機能
や構成となっていると考えられている｡
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TEIJINコーポ レー ト･ガバナ ンス報告書2008
httpノ/www.teijin.co.jp/japanese/about/
aboutO4_12.pdf
トヨタ自動車
トヨタ自動車コーポレー ト･ガバナンス報告書
2008
htpノ/www.toyota.co.jp/jp/ir/library/cg/
corpo】･ate_governance_reports｣.pdf
日立製作所
コーポレー ト･ガバナンス
htpソ/www.hitachi.co.jp/ⅠR/Corporate/
governance/index.html
松下電器産業
コーポレー ト･ガバナンス
htpノ/panasonic.co.jp/company/philosophy/
governance/index.html#section1
行動基準
htpノ/panasonic.co.jp/company/philosophy/
conduct/
三井物産
三井物産 コーポレー ト･ガバナンス及び内部統
制原則
httpソ/www.mitsui.co.jp/company/
governance/02/__icsFiles/
a丘eldfi1e/2008/04/15/ja_cogovO70801.pdf
